
（別記） 

令和６年度土庄町地域農業再生協議会水田収益力強化ビジョン 

 

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題  

 
（１）作物振興及び水田利用の将来方向 

本町は、瀬戸内海国立公園に浮かぶ小豆島の西北部に位置し、島嶼部特有の傾斜地

が多く平坦地が少ないという厳しい地形的条件から、経営耕地面積の割合は小さく、

一戸あたりの経営規模も零細である。農業生産は、温暖で災害の少ない気象条件を生

かし、水稲を中心に野菜、果樹、花き、畜産等を組み合わせた複合経営が行われてい

る。 

また、水稲については、主食用米の生産のみを行っているが、作付面積は減少傾向

にある。 

本町としては、ナバナ、ブロッコリー、ニンニク、オクラ、ごまの生産を誘導し

て、生産性の高い農業への体質改善、需要動向や産地間競争に対応できる農業生産

の実現に向けて農業振興を図っていく。 

 

（２）担い手の状況と育成の将来方向 

人口減少と少子高齢化の影響で、担い手の確保ができないのが現状である。 

こうした中、水田にナバナ、ブロッコリー、ニンニク、オクラ、ごまを作付けして

いる水田農業の担い手としての農家や、認定農業者及び「人・農地プラン」に位置付

けられた地域の中心となる経営体を主体に、集落営農組織の育成や他業種との連携

等、地域の実情を踏まえた担い手の育成を図る。また、「公益財団法人 香川県農地

機構（以下、農地機構という。）」による農地貸借の促進や当該農地の利用条件の改善

等の実施により、農地の有効利用の継続や農業経営の効率化を進める担い手への農地

利用の集積・集約化を加速させ、実質的な作業拡大や施設・機械の整備拡充に対する

補助事業活用の支援体制の確立を目指す。 
 

２ 高収益作物の導入や転換作物等の付加価値の向上等による収益力 
強化に向けた産地としての取組方針・目標 

 
本町においては農業者の高齢化、担い手不足が深刻な状況で、基盤整備率が低い等の耕

作条件にある中、水稲に野菜等園芸作物を組み合わせて望ましい生産環境を維持しつつ収

益性の高い農業経営が営まれるよう取り組んできたところである。 

今後も継続して、本町において生産性、収益性がとれるナバナ、ブロッコリー、ニンニ

ク、オクラ、ごまなどの地域振興作物等を選択し、香川県小豆農業改良普及センター等の

協力を得ながら、農家の高収益化を図るための推進方策等の検討を図る。 

 

３ 畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標  

 

本町では担い手への農地集積が進んでいないのが現状である。中山間地域や狭小水田も

多く条件が悪い中、農地機構、香川県小豆農業改良普及センター等の協力を得ながら、農

地の集積化を少しずつ行い、認定農業者、新規就農者等の担い手を中心に農地の集積・集

約化を図り、水稲に野菜等園芸作物等の高収益作物を組み合わせ、需要に応じた生産、販

売の検討を行ってきたところである。水田の維持に向け、米の作付面積確保を図りなが



ら、担い手の育成、生産性向上による収益力強化の観点から、本ビジョンにより、地域、

産地の生産状況を踏まえた振興方策を策定し、水稲、高収益作物等を組み合わせたローテ

ーション体系を含め検討を行っていく。畑地化については農業者の意見等を踏まえて検討

を行う。 

 

４ 作物ごとの取組方針等  

（１）主食用米 

水稲の主力はコシヒカリ、ヒノヒカリの２品種であり、コシヒカリの作付面積が

半数以上を占めている。農業者の高齢化等と主食用米価格の低下等により、兼業農

家を主体に主食用米の作付けが減少している。そのような中、担い手による主食用

米の安定生産には、価格維持を図る必要がある。そのため、地域独自のブランド化

を進め、地産地消と合わせて産直施設等での販売を推進する。 

 

（２）高収益作物 

 

ア ナバナ 

軽量作物で、種子代も比較的安価であり生産資材のコスト削減が見込まれる。 
 

  イ ブロッコリー 

比較的簡易に栽培できることから、新規就農者や高齢者でも取り組みやすい作物

である。地域特産物として位置づけて、安定的な収益に繋がるよう品質の向上を図

る。 

 

 ウ ニンニク 

栽培期間が長いが、安定した所得が確保できる品目であるため、共同乾燥による

乾燥出荷と生出荷の併用により生産拡大を図る。 

 

 エ オクラ 

軽量作物で栽培管理が比較的簡単で小区画ほ場の栽培に適していることに加え

て、長期集約型品目であり、価格も安定していることから本町の推進品目として、

生産の定着を図る。 

 

 オ ごま 

    古くから地域特産物として栽培されており、加えて地元加工業者からも取引拡大

の要望も高いことから栽培面積の拡大を図る。 
 

５ 作物ごとの作付予定面積等 ～ ８ 産地交付金の活用方法の明細  

別紙のとおり 
 


